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特許関係事務の概況と減量・効率化の取組特許関係事務の概況と減量・効率化の取組

平成１８年３月２２日

経 済 産 業 省
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１．特許庁の事業概要１．特許庁の事業概要１．特許庁の事業概要

特許庁では、特許法等に基づく産業財産権の付与、産業財産権を巡る紛争の早期解決等のための審

判等を通じ、産業財産権の保護や活用の推進を行い、中長期的な我が国の経済活力向上の観点から、
産業政策とも連携して産業の発達を推進。
なお、政府の知的財産推進計画（知的財産戦略本部（本部長：小泉総理大臣）決定）に基づき、目下、増
大する特許審査請求に対応した迅速・的確な特許審査の実現等に取組。

（１）審査

○特許権（発明に関する強力かつ排他的な２０年間の独占権）等について、新規性、進歩性、産業
上利用可能性に加え、公序良俗違反、公衆衛生阻害要因等の観点から、その可否・適否の判断を行
い、適当な場合には権利付与を行う業務、及びその審査基準の策定等の業務を実施。

○特許協力条約に基づく国際出願の受理・予備審査、審査迅速化のための各国特許庁との審査協力
（審査結果・サーチ結果の相互利用、各国でのサーチ・判断手法に関する比較・検討・調整等）等の
業務を実施。

（２）審判

○審査の妥当性判断、権利をめぐる紛争の早期解決を目的として、準司法的手続に基づいて、審判官
の合議体が行う行政審判業務等を実施（無効審判等の当事者系審判（権利付与後の審判）、拒絶査
定不服審判等の査定系審判（権利付与前の審判）等）。

○審査・審判等の業務と一体となって行う、法制度の企画、審査・審判処理体制の企画、法令の解釈・
適用や特許制度等の国際的調和のための交渉・調整等の業務を実施。

※審判は裁判の一審に相当。

（３）制度企画、国際交渉・調整、組織運営管理等

○審査・審判等に係る体制整備、予算、情報システム等の運営管理に関する業務を実施。

○弁理士制度の企画、弁理士試験の実施及び弁理士の管理・監督等に係る業務を実施。



2

２．特許庁の主要業務指標の推移２．特許庁の主要業務指標の推移２．特許庁の主要業務指標の推移

○ 特許出願件数は概ね増加しており、昭和４２年の８．５万件から平成１６年には４２万件

と約５倍になっている。

○ 特許出願件数の増大のみならず、①技術の進歩による発明の難易度・複雑さの増大

②技術の進歩に伴う先行技術調査（サーチ）範囲の拡大、③出願１件当たりの請求項

数の増大 などにより、１件の出願の処理に必要な時間や能力も加速度的に増大して

いる。

出願（特許・意匠・商標）件数の推移
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３．特許庁の定員の推移３．特許庁の定員の推移３．特許庁の定員の推移

○ 業務量の増大に対して、先行技術調査の民間外注やペーパーレス化などの減量・効

率化により対応しているが、それでも定員は全体として増加させざるを得ない。

○ 特に、審査請求期間の短縮等による近年の審査請求件数の急増に対応するため、平

成１６年度から任期付審査官の増員に取組中（次頁参照）。

○ 一方、事務官については、昭和５５年度をピークとして、一貫して定員を減少させて来

たところ。（昭和５５年度末１，０２２名→平成１８年度末６６２名）

年度末ベース

特許庁定員の推移

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｓ
4
2

Ｓ
4
3

Ｓ
4
4

Ｓ
4
5

Ｓ
4
6

Ｓ
4
7

Ｓ
4
8

Ｓ
4
9

Ｓ
5
0

Ｓ
5
1

Ｓ
5
2

Ｓ
5
3

Ｓ
5
4

Ｓ
5
5

Ｓ
5
6

Ｓ
5
7

Ｓ
5
8

Ｓ
5
9

Ｓ
6
0

Ｓ
6
1

Ｓ
6
2

Ｓ
6
3

Ｈ
1

Ｈ
2

Ｈ
3

Ｈ
4

Ｈ
5

Ｈ
6

Ｈ
7

Ｈ
8

Ｈ
9

Ｈ
1
0

Ｈ
1
1

Ｈ
1
2

Ｈ
1
3

Ｈ
1
4

Ｈ
1
5

Ｈ
1
6

Ｈ
1
7

Ｈ
1
8

総定員
事務官
審査官・審判官

人

任期付審査官

任期付審査官



4

４．知財立国の実現と任期付審査官の増員①４．知財立国の実現と任期付審査官の増員①４．知財立国の実現と任期付審査官の増員①

○ 特許権の権利の早期確定は、重複研究の排除等を通じ企業の研究開発投

資の収益貢献度を拡大し、また、革新的な技術を有する中小・ベンチャー企業

の発展を支援するなど、知財立国による国際競争力の向上に不可欠。

○ 日米欧ともに、長期化する特許審査待ち期間の短縮が課題。（図１）

○ 権利の早期確定のため、平成１３年１０月以降出願分から審査請求期間を短

縮（７年→３年）したことに伴い、審査請求件数が急増。（図２）
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５．知財立国の実現と任期付審査官の増員②５．知財立国の実現と任期付審査官の増員②５．知財立国の実現と任期付審査官の増員②

○審査請求件数の増大に対応するため、知的財産戦略本部（本部長：小泉内閣

総理大臣）は特許審査順番待ち期間の中期目標を設定。 これを受けて、平成

１６年度から５年間で５００名程度の任期付審査官の増員に取組中。

知的財産推進計画２００４
（平成16年5月27日 知的財産戦略

本部決定） 本部長：小泉総理大臣

○今後審査順番待ち案件が８０万件に拡大し、特許審

査の順番待ち期間がピークを迎える５年後（中期目標

（２００８年））においても２０ヶ月台に留めるとともに、１

０年後（長期目標（２０１３年））には、世界最高水準で

ある１１ヶ月を達成する。

○上記中期・長期の目標を実現するため、２００４年度か

ら以下の施策を着実に実施する。

（特許庁の人的体制の充実）引き続き必要な審査官及び

中期目標期間において必要な任期付審査官の十分な

確保

経済活性化のための改革工程表
（平成16年3月11日 経済財政諮問会議）

審査順番待ち案件の一掃のための臨時措置

として、現時点で今後５年間で合計５００名程度

を想定した任期付特許審査官の大幅増員。

注）任期付審査官：最長１０年の任期を定められた審査官
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６．業務の減量・効率化の取組６．業務の減量・効率化の取組６．業務の減量・効率化の取組

○ 業務量が増大する中、特許庁としては自ら、減量・効率化に邁進。

○ 先行技術調査（サーチ）の民間外注の拡大や相談・情報提供・人材育成機能

の独立行政法人工業所有権情報・研修館への切り出しにより、特許庁自身は

国自らが責任をもって行うべき業務に特化する形で減量するとともに（図１）、

ペーパーレス化により業務を効率化。
○ これらの取組の結果、欧米の２～５倍の特許審査処理の効率性と半分程度

の低廉なコストを実現。世界的に見て最も効率が良いとされる審査体制を達

成。（図２、３）
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独立行政法人
（工業所有権情報・研修館）

サーチャー１３４０人

・相談

・情報システムの整備

（平成１９年１月に移管）

相
談
・

国自らが責任をもって行うべき業務

【図３】平均的な特許出願費用

（平成１７年１０月現在、平均的な請求項数）
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７．業務の減量・効率化の取組①－先行技術調査（サーチ）の民間外注の拡大７．業務の減量・効率化の取組①－先行技術調査（サーチ）の民間外注の拡大７．業務の減量・効率化の取組①－先行技術調査（サーチ）の民間外注の拡大

○ 出願された発明に関する先行技術文献の検索、すなわち、先行技術調査（サ

ーチ）は、審査官が発明の新規性・進歩性を判断する上で必要不可欠な過程

だが、それ自体は必ずしも国自らが行う必要がないことから、我が国では世界

に先駆けて平成元年度から指定調査機関への外注を実施。

○ 平成１６年度からは登録調査機関制度に移行し、外注先を拡大。（図１）

○ 先行技術調査の外注件数は約１９万件だが（図２）、更に「特許審査迅速化・

効率化のための行動計画」（後述）において、平成２２年度までに外注件数を２

４万件に拡充する目標を掲げ、一層の民間活力の活用を図ることとしている。

（参考）諸外国の状況：日本以外では、韓国が１９９２年から実施。米国は２００４年に法案が成立。

今後試行を行い、議会の承認を経て本格化の見込み。

【登録調査機関制度の概要（図１）】 【先行技術調査の外注を拡大（図２）】
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※２００４年度の外注比率は約７５％

欧米では民間外注は実施していない。
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８．業務の減量・効率化の取組②－業務のペーパーレス化の推進８．業務の減量・効率化の取組②－業務のペーパーレス化の推進８．業務の減量・効率化の取組②－業務のペーパーレス化の推進

○ 世界に先駆けて昭和５９年度より、業務のペーパーレス化を推進。（図１）

特許のオンライン出願率において米欧を大きく引き離している。（図２）

【開発経緯（図１）】
【世界に先駆けてペーパーレスを実現し、業務を効率化（図２）】

（１）昭和６０年１月
特許文献検索システムの運用開始

（２）平成２年１２月
特許・実用新案の電子出願受付開始

（３）平成５年１月
ＣＤ－ＲＯＭ公報発行開始

（４）平成１０年４月
パソコンでの電子出願受付開始

（５）平成１１年３月
特許電子図書館の開設

（６）平成１２年１月
意匠・商標・国際特許出願・審判の
電子出願受付開始

（７）平成１３年１月
出願端末をパソコンへ一本化
（専用端末の廃止）

（８）平成１５年７月
特実基本フォーマットの国際標準（ＸＭＬ）化

（９）平成１６年１月
ＤＶＤ－ＲＯＭ公開公報発行開始

(１０）平成１７年１０月
インターネット電子出願受付開始

（１１）平成１８年１月
インターネット公報（実用新案）開始

《参考》オンライン出願率
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９．業務の減量・効率化の取組③－独立行政法人への業務移管９．業務の減量・効率化の取組③－独立行政法人への業務移管９．業務の減量・効率化の取組③－独立行政法人への業務移管

○ 平成１３年以降、相談業務等を、独立行政法人に移管。これにより、特許庁

自身は審査・審判等国自らが責任を持って行うべき事業に特化。

○ 既に７９名の定員を移管。来年１月にも、更に３４名の定員を移管予定。

【業務移管の経緯】 【目的及び業務内容】

●出願、審査等に係る相談

（年間６万件）

●特許公報等の閲覧

（全国９ヶ所、年間７万人）

●審査・審判関係資料の

提供

●休眠特許の中小企業等

による利用促進

〈平成１３年４月 設立〉

知財立国の実現に資するため、中小企業等への工業所有権関連
情報の提供、人材育成等を行うことにより、工業所有権の保護及び
利用の促進を図ること

●インターネットによる特許情

報の公開

－特許電子図書館－
（5400万件の情報、年間6000万
回の検索）

●知的財産権関係の研修

〈平成１６年１０月 業務追加〉

目

的

業

務

○平成１３年４月
・工業所有権総合情報館の独立行政
法人化
・特許出願に係る相談業務、特許公報
等の閲覧業務等を移管（定員５５名）

○平成１６年１０月
・対外情報サービス業務、研修業務を
移管 （定員２４名）
・名称を「工業所有権情報・研修館」に
変更

○平成１９年１月
・システム関連業務を移管予定
（定員３４名）
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１０．特許審査迅速化・効率化のための行動計画１０．特許審査迅速化・効率化のための行動計画１０．特許審査迅速化・効率化のための行動計画

○ 特許審査迅速化・効率化を計画的に進めるため、本年１月に特許審査迅速

化・効率化推進本部（本部長：二階経済産業大臣）において、「特許審査迅速

化・効率化のための行動計画」を策定し、特許審査の迅速化と効率化の数値

目標を設定。今後とも、特許審査効率化を計画的に推進していく。

特許審査迅速化・効率化のための行動計画
（平成18年1月17日決定）

＜特許審査迅速化の目標＞
①一次審査件数：

１８年度 約２９万件
（１７年度見込み：約２４万件）

②審査順番待ち期間：
１８年度 約２８ヶ月
（１７年度見込み：約２７ヶ月）

＜特許審査効率化の目標＞
①審査官一人当たりの年間処理件数（請求項ベース）：

２２年度 約１４００項
（１７年度見込み：約１１００項）

②先行技術調査の民間外注件数 ：
２２年度 約２４万件
（１７年度見込み：約１９万件 ）

③審査に係る直接コスト（１請求項あたり）：
２２年度 約２．２万円
（１７年度見込み：約２．８万円）

特許審査迅速化・効率化推進本部
（本部長：二階経済産業大臣）
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１１．国自らが行うべき特許行政１１．国自らが行うべき特許行政１１．国自らが行うべき特許行政

○ 特許については、

①強力かつ排他的な２０年にも及ぶ独占

権の付与
②裁判の第一審に当たる審判を実施（準

司法性）
③高度な技術的・法律的な専門性のみな

らず公序良俗違反などの判断を行うた
め公正中立性が不可欠

であることから、民営化や独立行政法人化
はできない。

○ 加えて、他の産業政策との一体的企画・
運営や国際的な調整・協力を行うことが必
要であることから、世界各国においても産
業政策を担当する官庁において国自らが
実施。

【主要先進国における特許庁の組織的位置付け】

特許庁 所属省

日本特許庁 経済産業省

米国特許商標庁 商務省

欧州特許庁 国際機関

英国特許庁 貿易産業省

ドイツ特許庁 司法省

フランス国家工業所有権庁 経済財政産業省

スウェーデン特許庁 産業雇用通信交通局

デンマーク特許庁 経済商業省

オランダ特許庁 経済省

豪州工業所有権局 産業科学観光局

ニュージーランド特許庁 経済開発省

韓国特許庁 産業資源部
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１２．諸外国における特許事務の実施状況１２．諸外国における特許事務の実施状況１２．諸外国における特許事務の実施状況

○ 特許審査を行っている主要国では全て、審査官、審判官、事務官といったいずれの職種において

も公務員で実施。

○ 全職員に占める事務官の比率は、我が国が一番小さい。（日本２７％、米国３８％、英国３２％）

主要国における特許庁比較

日本 米 EPO 英 独 仏

機関名（原語） 特許庁
United States 
Patent and 

Trademark Office
European Patent Office The Patent Office

Deutsches Patent-
und Markenamt

Institut National de la 
Propriete Industrielle

上位官庁 経済産業省 商務省
なし

（欧州特許条約に基づく
独立した行政機関）

貿易産業省 司法省 経済財政産業省

２,６５１名 ７,３６３名 ４,４７９名 ９７９名 ２，７００名 ８００名

審査官 １，５５７名 ３,５１８名 ６６９名 １，１００名 Ｎ．Ａ．

審判官 ３８９名 １３３名 ―― ―― ――

事務官 ７０５名 ２，８２９名 ８２８名 ３１０名 １，６００名 Ｎ．Ａ．

職員の身分 公務員 公務員 国際公務員 公務員 公務員
長官等の上位官庁からの出向者

は公務員だが、
一般職員は非公務員

審査の有無 審査主義 審査主義 審査主義 審査主義 審査主義 無審査主義

民間への外注
外注１７.８万件
（外注率７５％）

無し
（現在検討中）

無し 無し 無し 無し

オンライン出願比
率

９７％ １.５％ ３０％ ３％
０

（システム構築中）
２０％

予算 １,１７５億円 １２．４億ドル ８．９億ユーロ ０．５１億ポンド ２．２億ユーロ １．５億ユーロ

特許出願件数 ４２．３万件 ３５．７万件 １２．４万件 ２．８万件 ５．９万件 １．７万件

特許登録件数 １２．４万件 １６．４万件 ５．９万件 １．１万件 １．７万件 Ｎ．Ａ．

（注１） 上記データは、2005年のものを中心としつつ、一部2004年及び2003年のものも含む。

（注２） EPOは、欧州特許条約に基づく組織で、ＥＵとは加盟国も一部異なる別組織。出願人は、EPO加盟国内の複数国において特許権を取得したい場合、権利取得したい国を指定した上でEPOに出願する。EPOでは、先行技術調査を行い、特許査定又
は拒絶査定といった行政処分を行う。特許査定された出願は、指定国においてそれぞれ権利化される。フランス等から、当該国における出願案件の先行技術調査も外注されている。

（注３） フランス特許庁（ＩＮＰＩ）は無審査主義を採用している。自国で先行技術調査や特許査定・拒絶査定といった行政処分を行わず、登録のみ行う。また、権利者が権利行使に際しては、裁判所に提訴する。従って、我が国のように法的に安定な権利付
与を行っているわけでもなく、他国の特許庁と一概に比較できるものではない。

主要業務指標

業務の実施体制

４，５３４名
職員数



13

１３．三極特許庁における特許審査官数の推移１３．三極特許庁における特許審査官数の推移１３．三極特許庁における特許審査官数の推移

○ 近年、世界的な特許出願件数の増加に伴って、欧州特許庁、米国特許商標

庁とも審査官の人数を大幅に増やしており、現在、双方とも我が国の約３倍

の審査官を擁している。更に、欧米特許庁は２０１０年に向けて大規模な増員

を予定。
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